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事業評価書（事前・事後）

平成１４年９月

評価対象 事務事業名 母子家庭の母等に対する試行雇用支援事業の実施（ ）

担当部局・課 主管課 職業安定局雇用開発課

関係課 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ４ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場におい

て労働者の職業の安定を図ること

施策目標 ３ 労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

Ⅴ 就職困難者等の円滑な就職等を図ること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

常用雇用の希望があるにもかかわらず、通常の求職活動では就職の困難が予想され

る母子家庭の母等で公共職業安定所に求職申し込みをしている者を対象に、求職者及

び求人者が相互に十分な理解ができる期間を確保することを目的とした試行雇用を実

施し、その推進のために、母子家庭の母等を試行雇用により雇い入れた事業主に対し

母子家庭の母等試行雇用奨励金を支給する。

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５
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( ) 問題分析3
①現状分析

母子家庭の母等は、未成年の子供を扶養する等のために、生計の担い手として緊急

に就業の必要が生じている場合が多いが、母子家庭の母等の就業状況を見ると、母子

世帯９５．５万世帯中１３万世帯が不就業となっており（厚生労働省雇用均等・児童

家庭局「平成１０年度全国母子世帯等調査 、このような未就業の者に対する早期就」）

職のための支援が喫緊の課題となっている。

また、母子世帯になる前の状況を見ると、就業していなかった者の割合は３８．２

％であり（日本労働研究機構「母子世帯の母への就業支援に関する調査 、就職の準」）

備が十分でなく未就業期間のある者が多くなっている。

②原因分析

母子家庭の母等は、長い間家庭にあって職業経験も乏しい者や、職業人として自立



できる職業技能、技術を持たない者も多く、また、未就業期間の存在からの心理的不

安を抱いている場合も多い。加えて、未成年の子供を扶養すること等による様々な制

約により、十分な収入を得ることができる職業への就職が困難となっている。

③問題点

母子家庭の母等の円滑な就職に際し、求職者及び求人者の間で相互に十分な理解が

なされていないことが問題となっている。またこれらの者を雇い入れる事業主の負担

が大きいことも問題である。

④事務事業の必要性

母子家庭の母等の円滑な就職を図るために、試行雇用を実施し、求職者と求人者が

相互の理解を深めるため十分な時間を確保し、安定した雇用へと結びつけることが重

要である。また、試行雇用を実施してこれらの求職者を雇い入れる事業主の負担が大

きいため、奨励金の支給により事業主の負担を軽減することが必要である。

⑤これまでの評価結果の反映

関連する政策体系の施策目標「４－３－Ⅴ 就職困難者等の雇用の安定・促進を図

ること」の実績評価において、母子家庭の母等に対して、試行雇用を通じた早期就職

を支援するため、母子家庭の母等に対する試行雇用支援事業を新規事業として要求す

ることとしている。

( ) 事務事業の目標4
目標達成年度（又は政策効果発現時期） 平成１５年度

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
試行雇用を経由して就

職した件数

（説明） （モニタリングの方法）

都道府県労働局からの報告を職業安定局に

て集計

アウトプット指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
母子家庭の母等試行雇

用奨励金支給決定件数

（説明） （モニタリングの方法）

母子家庭の母等試行雇用奨励金が支払わ 都道府県労働局からの報告を職業安定局に

れた人数 て集計

２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

母子家庭の母等については、職業的自立に向けたきめ細やかな支援を行い、母子家

庭の生活の安定を図ることは、公益性が高く、行政の関与が必要である。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無



（理由）母子家庭の母等は就職困難者であり、試行雇用の実施に際しても国が公共職

、 、 。業安定所で行う職業紹介の一環として きめ細かな相談 援助などを行う必要がある

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）母子家庭の母等は、就職困難者であり、労働市場において十分な需給調整機

能が期待されないものであり、職業紹介の一環として国が主体となって実施する必要

がある。

緊要性の有無 有 無

（理由）

母子家庭の母等は、未成年の子供を扶養するなど求職・就業条件の様々な制約があ

るほか、就業経験が乏しく技能も十分でないといった理由により、十分な収入を得る

ことができる職業への就職が困難となっており、早急な対応が求められる。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

試行雇用の受入れ可能な企業へ対象者を紹介→就業機会の確保→相互の理解の促進→

常用雇用の実現

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

本事業の実施に伴い、母子家庭の母等が試行雇用を経ることにより、その期間を通

じて新たな職場への適応を進め、試行就業期間終了後には、常用雇用への移行を図る

ことにより、就業機会の確保に資することが期待される。

なお、平成１５年度は５，４２２人を対象として試行雇用を実施する予定である。

また、本事業は、母子家庭の母等に対して試行雇用を通じた早期就職を支援するこ

とで、経済的な面から子育てを支援することにつながり、職場など社会全体で子育て

を支援することになるため 「新重点４分野」の「人間力の向上・発揮」に資すると、

考える。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

なし

( ) 効率性3
手段の適正性

現在でも就業意欲のある母子家庭の母等については、公共職業安定所等において職

業相談等を実施しているが、早期就職は非常に困難であり失業状態における求職活動

期間が長期化する傾向にある。この原因には、本人の心理的な不安や職業経験の乏し

さがあり、本事業はこれらの者に対して、事業主の雇入れに係る不安を払拭し、事業

主が期待する技能を有し、常用雇用が可能かを見極めるため、制度趣旨に理解ある企

業等の協力の下で一定期間の試行雇用を行うものであり、手段として適正である。

効果と費用との関係に関する分析

母子家庭の母等は緊急に就職を図る必要があるが、未成年の子供を扶養するといっ

た制約や職業経験が不十分であるといった理由により早期の就職が困難であり、安定

、 、した雇用確保のためには 求職者と求人者が相互理解を深められる試行雇用の実施と

事業主の負担軽減のための助成が有効である。これまで障害者等を対象とした試行雇



813用により、多くの者が常用雇用に移行できていることから、本事業の実施により

百万円の費用がかかると見込まれるが、母子家庭の母等の就職の促進を効率的に進め

ることが期待できる。

他の類似施策（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

（有の場合の整理の考え方）

( ) その他4
母子家庭の母等が早期就職できる環境整備のための事業は 「経済財政運営と構造、

改革に関する基本方針２００２ （平成１４年６月２５日閣議決定）において掲げら」

れている新重点４分野の「③公平で安心な高齢化社会・少子化対策」のうち 「保育、

所待機児童ゼロ作戦の推進などに加え、地域・職場など社会全体で子育てを支援」に

該当するため、優先性を有すると考える。

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし

②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし

③総務省による行政評価・監視等の状況

なし

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

なし

⑤会計検査院による指摘

なし


